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植村教授による平成19年度新司法試験の出題漏洩疑惑に関して、 

第三者委員会による調査検討と是正措置の要否判断を求める請願 
 
法務大臣 殿 

請願の趣旨 

平成１９年度の新司法試験において、元司法試験考査委員の植村教授によって、公法系問題の

出題判例・出題事例・出題論点が、一部の受験生に漏洩されていた疑いがある事は、数々の報道や、

本年７月１９日衆院法務委員会における質疑によって、すでにご存知であると思います。 

植村教授による一連の不適正な行為に関し、本年８月３日、法務省大臣官房人事課は、「平成１９

年新司法試験に対する措置について」と題する書面を公表し、司法試験委員会が、考査委員全体

会議の報告をもとに、「短答式・論文式試験ともに、特段の是正措置を講じることはしない」との決定

をした旨を公表しました。 

しかし、この大臣官房発信の報告には、重大な問題点があります。 

植村教授は、司法試験考査委員としての自らの立場を利用して、知り得た司法試験に実際に出題

される判例や論点につき、自らの教え子に対して司法試験の受験前に情報提供したものです。その

考査委員が起こした不適正な行為を、考査委員により構成された考査委員会が調査する事は、調査

者と被調査者の立場を同じくする身内の調査に過ぎず、公正な調査が行われる保障がありません。 

事実、本年８月３日の大臣官房発信の報告に対しては、数々の疑問点が指摘されています。 

例えば、公法短答式問題の第十八問に関しましては、考査委員会は「６件の判例を指定し、その

中の１件が的中したに過ぎない」という点を指摘しています。しかし、植村教授は６件の判例を指定す

る際に、憲法の判例１件と行政法の判例５件を明確に区別して指定しました。そして、１件だけ指定さ

れた憲法の判例が、そのまま公法短答式試験の第十八問として出題されました。考査委員会は植村

教授が受講生に対して送ったメールをもとに、当初の結論を下していますが、植村教授が憲法判例

と行政法判例を区別して受講生に指定した事実は、このメールの文面から明白です。従って、考査

委員会の判断には、植村教授がどのような形式で判例を受講生に指定したかという点に関し、考慮

すべき事項を考慮していない違法があるものと考えます。 

成績面の検討に関しましても、出題判例の情報提供が行われた第十八問につき、どれほど慶応大

学出身の受験生に有利な影響をもたらしたかという事実が調査されなければなりません。考査委員

会の調査では、他の問題における正解率を慶応大学と他大学とで比較するという手法が用いられま

した。しかし、情報提供行為の影響がない他の問題における正答率をいかに比較したとしても、情報

提供行為によって第十八問にどれほどの影響がもたらされたかという事実を知ることはできません。 

また、論文式問題に関しましては、いまだ採点が完了しておらず、慶応大学出身の受験生と他大

学出身の受験生との得点分布における比較を行い得ない情況にも関わらず、考査委員会は説得力

のある根拠を摘示することなく、是正措置は不要であると結論づけています。 

このように、数々の問題点を指摘できる事から、新司法試験の出題内容に関する情報を教え子に

提供した考査委員と立場を同じくする考査委員会による影響調査では、とうてい受験生の信頼と納

得を得ることはかないません。 

しかも、本件は読売新聞をはじめとするマスコミ各社の報道によって、広く日本国民の知るところと

なりました。本件出題漏洩疑惑は、将来において法曹を利用する国民の、司法に対する信頼を失わ

せ、未だ途上にある司法制度改革の完遂にも支障を来たしかねない、一大問題であると考えます。 
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ところで、平成１９年８月１１日読売新聞１４版社会面の報道によりますと、先に出題内容の漏洩が

問題となった獣医師国家試験においては、農林水産省が第三者の弁護士らによる調査検討委員会

を設置し、漏洩問題の調査に当たらせました。 

今回の出題漏洩疑惑は、獣医師試験と同じく国家試験である新司法試験において発生したもの

です。新司法試験の出題漏洩疑惑に関しましても、調査の公平を期すために、第三者委員会を設け

て、本件不適正な行為の事実調査と、行為が出題内容の漏洩にあたるか否かの評価、および試験

結果に対する是正措置の要否に関する検討が行われるべきであると考えます。 

請願事項 

1.  植村教授による不適正な行為について、事実の調査と得点面における影響の調査を行い、

植村教授の不適正行為が漏洩にあたるか否かの評価を行うための、考査委員などの司法試験

関係者をメンバーに含まない第三者委員会を設けること。 

2.  1.で設けた第三者委員会によって、本件不適正行為に関する徹底した事実調査・影響の調

査を行い、調査の結果を広く受験生を含めた国民に対して開示すること。 

3.  第三者委員会は、2.の調査結果を基礎にして、受験生の試験結果に対する是正措置の要否

および、どのような是正措置が行われるべきかを、出題漏洩を受けた受験生と受けていない受験

生との間の公平性の回復という視点に立って、再検討すること。 

4.   再検討の結果、是正措置が必要であるという結論が出た場合は、第三者委員会は速やかに

その旨を明らかにした上で、是正措置を講じること。 

5.  再検討の結果、是正措置が不要であるという結論が出た場合も、第三者委員会は速やかに是

正措置を不要とする理由を、事実調査の結果および是正措置の要否に関する検討過程を明ら

かにした上で、広く受験生を含めた国民に対して開示すること。 

6.  1.ないし5.の措置は、平成１９年度新司法試験に関する合格発表より前に行うこと。もし合格発

表が予定されている平成１９年９月１３日までに調査および再検討が終了しない場合は、法務省

は合格発表日を延期し、その旨を受験生に対して告知すること。 

7.   第三者委員会は、2.の調査結果を基礎にして、本件不適正行為が、新司法試験の内容の漏

洩にあたるか否かを評価し、評価過程と結果を広く受験生を含めた国民に対して開示すること。 

 

 
 


